
 

過少資本税制を理解しましょう。 

台湾の過少資本税制について 

過少資本税制は、所得税法の第43-2項で、規定さ

れています。 

「2011年以降、営利企業の資本に対する関連当

事者の負債の割合が所定の率を超える場合、超

過利息は費用又は損金として算入してはならな

い。」 

台湾財務省は、所定の負債資本倍率を現状3:1に

設定しています。この規制により、国内外の事業

者が台湾国内の会社に対し超過融資を行うことは

禁止されませんが、関連当事者からの超過融資に

対する利息は税務上、損金不算入と扱われます。 

 

事例 

A社が関連当事者から4億台湾ドルを借り入れ

た。A社の資本は1億台湾ドルである。この場

合、負債資本倍率は4:1となり、過少資本税制で

定める率を超えています。当該年度の超過利息

が2,000万台湾ドルであるとすると、超過融資に

対する利息は次のように計算することができま

す。 

関連当事者に対する融資に係る支払利息 × (1 

– 標準負債資本倍率/実際負債資本倍率) = 損金

不算入となる貸付金の金額 

2,000万 ×  (1-3/4) = 500万 

上述の例では、500万台湾ドルの支払利息

が損金不算入となります。

セイフハーバールール 

納税者にとってのコンプライアンス費用および

税の徴収費用の削減を目的として、台湾の税務

署よりセイフハーバールールを設けています。

下記の基準のうちいずれか1つを満たす会社

は、過少資本税制の適用が免除されます。 

- 年間売上高および営業外収入の合計が

3,000万台湾ドル以下である。 

- 関連当事者の負債に係る支払利息および非関

連当事者に係る支払利息のいずれもが年間で

400万台湾ドル未満である。 

- 当該年度の課税所得（支払利息を除く）が

マイナスである。 

Grant Thornton Taiwanの税務チームは、企業が

関連規則を遵守し、税負担を軽減するためにタ

ックスプランニングの機会を活用できるよう支

援いたします。過少資本税制に関してご質問が

ある場合、またはその他の税務に関して相談を

希望される場合は、担当者にご連絡ください。
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